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高い技術と信頼性で、さらに
グローバルカンパニーとしての歴史

　YOKOGAWAの海外進出は、1957年に北米に販売拠点を

設けたことに始まります。

　1975年には世界初のDCS（分散形制御システム）

「CENTUM」を発表し、これを武器に本格的にグローバル化

をスタートさせましたが、最初の大きな飛躍は、この

「CENTUM」をシンガポールで現地生産し始めたことが契機

となっています。シンガポールを足場に、まずはアジア市場

でのプレゼンスを確立してまいりました。

　さらにグローバル化を進める転機となったのは1980年代、

ヨーロッパのグローバル石油メジャーと呼ばれるお客様に制

御機器を納入したことです。当時、厳しい品質基準をもつグ

ローバル石油メジャーに制御機器を納入するプレーヤーは世

界でも限られていました。グローバル市場においては「後発

組」であったYOKOGAWAは、製品とサービスの品質の高さ

を武器にお客様からの評価を高め、確実に次の受注に結びつ

けることで、グローバル市場での地盤を固めてまいりました。

　次の大きな転機は2000年代、制御機器メーカーの本場で

ある北米市場でマーケット・コミュニケーション活動を始め

たことでした。YOKOGAWAは製品とサービスの品質力で

はお客様から高い評価を得ていましたが、海外市場での知名

度は決して高くありませんでした。そこで、“お客様にとって

の理想のプラント「Vigilant Plant」の実現”をビジョンに掲げ、

お客様と共に最適なプラント操業を目指していく姿勢をメッ

セージとして発信しました。これにより北米のみならず全世

界での知名度は着実に向上し、最近では大型プロジェクト発

注の際には、YOKOGAWAをご指名いただくことが増えて

います。

　このように、YOKOGAWAは1970年代から、製品とサー

ビスの品質の高さやソリューション提案によりグローバル市

場での認知度を着実に高め、現在では制御事業の売上高の

60%以上を海外市場での売上が占めるようになりました。

　いま、さらなる飛躍のとき。YOKOGAWAは制御市場で

グローバルNo.1を目指します。

完成したプロジェクト

24,624※

高い信頼性

99.99999%

YOKOGAWA’s Global Projects

※
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米国産LNGプラント（アメリカ）

複合火力発電所（トリニダード・トバゴ）））

制御事業を拡大します。

グローバル・ネットワーク

54ヵ国　87拠点
※2013年3月31日時点
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ソリューション・
サービス・
カンパニーへの
進化を目指して

免責事項
本レポートに記載されている当社グループの計画、見通し、戦略、判断などのうち、過去の事
実でない記述は、将来の業績に関する見通しであり、現時点で入手可能な情報に基づいた経
営者の判断によるものです。実際の業績は、経済状況や為替相場などさまざまな要因により、
これらの業績見通しと大きく異なる可能性があることをご承知おきください。

海外市場   P. 8-10 国内市場   P. 11

過去5年間に受注した主なプロジェクト

※
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株主・投資家の皆様へ

　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　2012年度は、エネルギー関連投資の拡大を背景に堅調に

推移している海外の制御事業を中心とした積極的な事業

活動を継続するとともに、計測機器事業の構造改革を進めて

まいりました。その結果、前年度に比べ受注高、売上高、営業

利益、当期純利益ともに増加しました。

　当社グループは、2009年度からおよそ3年間にわたり

事業構造改革を進め、これにより制御事業を中心とする事業

ポートフォリオがほぼ整ったことから、2011年11月、今後

の発展に向けた中期経営計画「Evolution 2015」を発表し

ました。現在は制御事業を中心とした成長戦略とビジネス構

造改革戦略を実行しています。中長期的には制御事業でグ

ローバルNo.1カンパニーになることを目標に、まずは

2015年度に連結売上高4,000億円、連結売上高営業利益率

10%、1株当たり当期純利益100円以上の達成に向けてま

い進してまいります。

　2013年4月1日、代表取締役社長の海堀周造が代表取締役

会長に、取締役の西島剛志が代表取締役社長に就任いたし

ました。中期経営計画「Evolution 2015」のスタートから

実質2年目にあたる2013年度は、この新たな経営体制のもと、

目標達成に向けて次のステップに踏み出し、さらなる事業の

発展を目指してまいります。

　今後とも株主・投資家の皆様のご期待に沿えるよう企業価値

の向上に努めてまいりますので、引き続きご支援ご鞭撻を賜

りますようお願い申し上げます。

代表取締役会長

代表取締役社長

 代表取締役社長 代表取締役会長 
 西島　剛志 海堀　周造
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西島　剛志

代表取締役社長

Profi le
西島　剛志（にしじま　たかし）
1957年8月12日生まれ。1981年東京都立大学（現首都大学東京）理学部卒業、
同年（株）北辰電機製作所（現横河電機㈱）入社。

入社以来、技術者として技術開発、製品開発に従事し、フィールド機器技術部長、
プロダクトマーケティング部長、プロダクト事業センター長などを歴任した
のち2010年に横河メータ&インスツルメンツ（株）社長に就任。

2011年6月取締役、2012年取締役常務執行役員 IAプラットフォーム事業
本部長を経て2013年4月に代表取締役社長に就任。

西島社長インタビュー

ソリューション・サービス・カンパニーへの
進化を目指して
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Q1  代表取締役社長としての抱負をお聞かせください。

A1  社長就任にあたり、私の使命と考えているのは、1. 中期経営計画「Evolution 2015」の目標達成

  2.  中長期目標「制御事業でグローバルNo.1」に

向けた総力の発揮の2点です。

　最初の仕事は、中期経営計画の数値目標である連結売上高

4,000億円、営業利益400億円、営業利益率10%を2015年

度までに達成することです。その上で、中長期目標として制御

事業でグローバルNo.1カンパニーになることを目指し全力

を注ぎます。この2つの目標達成に向けて、ソリューション・

サービス・カンパニーへの進化を掲げました。お客様視点で

付加価値の高い製品とソリューションサービスを提供するこ

とにより、お客様にとって最大の価値を共に創造し、持続的

成長と企業価値向上を目指していきます。この実現に向けて、

YOKOGAWAグループは一丸となって取り組んでいきます。

　社長就任に際して、まず行ったのが企業理念の意味をあら

ためて深く考えることでした。当社は、計測と制御と情報を

テーマに、これまで高度な技術と経験を積み上げてきました。

これらを駆使した製品やサービスで、お客様にとっての価値

を生み出すこと、そして産業・社会システムを支えることが、

当社の事業を継続する目的であり存在意義であるとともに、

企業価値の源泉となるものです。

　YOKOGAWAは2015年に創業100周年を迎えます。私は

開発現場のリーダーであった経験を生かし、チームワークと

コミュニケーションを大切にしながら、ビジネスを着実に

遂行し、次の100年もお客様から信頼される会社であり続ける

ことを目指していきます。

Q2 2012年度の業績について教えてください。

A2   エネルギー関連投資の拡大を背景として、堅調な海外の制御事業を中心に事業活動を行った結果、

前年度に比べ増収・増益となりました。

　2012年度における世界経済は、米国では景気回復の動き

が見られましたが、長引く欧州金融不安や中国、インドなど

一部新興国の経済成長の減速などによって、総じて厳しい

状況が続きました。日本経済も、昨年末以降為替・株式市況は

それぞれ円安・株高傾向に転換するなど、次第に景気の本格

回復への期待が高まるようになりましたが、実体経済への波

及にまでは至らず、景気回復の動きに足踏みが見られる状況

が続きました。こうした中で、当社グループは2015年度を最

終年度とする中期経営計画「Evolution 2015」に基づいて、海

外の制御事業を中心にビジネス拡大に向けた積極的な事業活

動を展開してきました。計測機器事業の構造改革も、半導体

テスタビジネスからの撤退が完了するなど順調に進めてきま

した。その結果、2012年度の業績は、受注高は前年度に比べ

104億円増加し3,545億円、売上高は132億円増加し3,479

億円となりました。営業利益は前年度に比べ18億円増加し

184億円、経常利益は40億円増加し180億円となり、当期純

利益は遊休資産の売却に関する特別利益の計上等で87億円

増加し147億円となりました。

　為替相場の影響について申し上げますと、当社の海外売上

高比率は60%を超えており、主力の制御事業では66%に達

していますので、為替変動が経営に与える影響は小さくあり

YOKOGAWAは
計測と制御と情報をテーマに

より豊かな人間社会の実現に貢献する

YOKOGAWA人は
良き市民であり

勇気をもった開拓者であれ

 企業理念
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ません。為替は自らコントロールできないパラメータです

から、為替の影響を受けにくい体質づくりを進め、成長戦略

を着実に実行していきます。

Q3  制御事業の市場環境の認識と今後の取り組みについてお聞かせください。

A3  国内市場では、お客様の安全操業や生産性の向上、省エネルギーを実現するためのソリューション

サービスに、海外市場では、新興国や資源国でのエ

ネルギー開発分野に注力していきます。

　国内では、制御事業における販売・サービス体制を再編し、

営業からエンジニアリング、サービス、情報システムを一貫

して提供する新会社「横河ソリューションサービス」を4月

に発足させました。横河ソリューションサービスは、お客様

のプラントのライフサイクル全体を通じた運転、安定稼働、

メンテナンスの要求にワンストップでお応えします。お客様

と共に操業効率を上げていくことで企業としての価値を高

め、収益基盤を安定的なものとし、成長機会へとつなげてい

きます。

　海外では、サウジアラビアの石油化学関連、オーストラリア

のLNG関連などの大型プロジェクトを相次いで受注しまし

た。さらに、新興国を中心に電力プラント向けの需要拡大も

期待できます。新興国や資源国でのエネルギー開発分野は、

しばらくは当社の事業の中心を担うと考えています。今後は

アジア、中東、ロシア、アフリカや南米地域の新興国・資源国

など、当社のプレゼンスが高い国で積極的にビジネスを展開

していきます。

　また北米では、シェールガス開発の増加によって今後の

エネルギー開発やそれを原料とする石油化学・化学の分野に

おいて多額の設備投資が期待でき、急激な市場拡大が予想さ

れますので、ビジネス拡大のチャンスとして積極的な投資を

行っていきます。

Q4  事業拡大に向けて今後何が課題になるとお考えでしょうか。

A4  中期経営計画の目標達成に向けた本格的な拡大体制に入るための課題として、グローバルに全体最適

を図る体制づくりが必要となります。

　YOKOGAWAの海外事業は「現地化」することで技術力を

もった人財を育て、発展してきました。最近の大型案件も

現地法人が主体となって受注しています。これまで各拠点で

培ってきたエンジニアリングの手法やプロセスには共通部分

が多くあります。また、日本国内の幅広い業種で長年にわた

り蓄積してきたプラントの高効率化、安定・安全操業や高度

な省エネルギー技術とノウハウは、新興国や発展途上国から

も多くのニーズがあります。こうした人財や技術、ビジネス

モデルなどのリソースを各拠点で共有し、水平展開すること

で、グローバルに全体最適を図る体制を整備・実行していき

ます。

Q5  最後に、コーポレート・ガバナンス及びコンプライアンスに対する考え方について

お聞かせください。

A5  ステークホルダーの皆様からの信頼にお応えし、健全で利益ある経営を実現するためにコーポレー

ト・ガバナンスの充実に取り組んでいます。また、

コンプライアンスについては、すべてに優先する

ものと位置付け、当社グループ全体でコンプライ

アンス経営を強化・徹底しています。

　社内経営陣から独立した社外取締役、社外監査役を招へい

し、経営の妥当性、客観性、透明性を高める上で大変重要な

役割を果たしていただいています。コンプライアンスについ

ては、不正や不祥事を防止するために、教育や研修による

意識改革に加えコミュニケーションを重視し、「不正をしない

風土」の醸成を推進しています。

　当社は今後も、コーポレート・ガバナンス及びコンプライ

アンスの一層の強化によって皆様にご信頼いただける経営を

実現し、企業価値の最大化に取り組んでまいります。
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年度 2002 2003 2004 2005 2006 2007

売上高 3,288 3,719 3,871 3,889 4,334 4,374

売上原価 2,190 2,414 2,500 2,459 2,759 2,774

販売費及び一般管理費 1,082 1,123 1,123 1,176 1,282 1,326

営業利益 16 183 248 253 293 274

当期純利益（損失） -262 243 94 216 126 117

設備投資 153 214 187 295 403 380

減価償却費 143 135 143 151 165 231

研究開発費 252 270 290 309 362 409

営業活動によるキャッシュフロー 18 83 183 256 405 208

投資活動によるキャッシュフロー -31 -102 -112 -117 -390 -510

財務活動によるキャッシュフロー 36 -114 -13 -141 -61 239

年度末

総資産 3,647 3,974 4,003 4,178 4,387 4,446

有利子負債 1,087 996 1,003 613 596 930

自己資本 1,318 1,603 1,688 2,246 2,343 2,207

財務指標

営業利益率  0.5  4.9  6.4  6.5  6.8  6.3

デットエクイティレシオ（倍）  0.82  0.62  0.59  0.27  0.25  0.42

自己資本利益率  -17.4  16.6  5.7  11.0  5.5  5.1

総資産利益率  -7.3  6.4  2.3  5.3  2.9  2.6

自己資本比率  36.1  40.3  42.2  53.7  53.4  49.6

一株当たりデータ（円）

当期純利益（損失）  -108.39  99.84  38.43  87.45  47.79  44.76

配当  7.50  7.50  7.50  15.00  15.00  16.00

純資産  542.20  658.97  693.75  854.24  891.08  856.72

株式情報

期末株価（円） 788 1,544 1,452 2,095 1,806 998

時価総額（億円） 2,001 3,921 3,688 5,628 4,851 2,681

発行済株式数（株） 253,967,991 253,967,991 253,967,991 268,624,510 268,624,510 268,624,510

その他情報

従業員数（人） 18,675 18,364 18,972 17,858 19,286 20,266

期中平均為替レート（円）

　　　　　　対ドル  122.29  113.97  107.46  113.09  117.00  113.80

　　　　　　対ユーロ  120.36  132.73  134.90  137.81  150.33  162.26

注1：億円未満四捨五入で算出しています。
注2： 当社では、2006年度に連結子会社の決算期の統一を図りました。そのため2006年度は中国の子会社については15カ月決算となり、その他の海外連結子会社については13カ月決算と

なっています。この決算期変更に伴い、2006年度は12カ月決算の場合と比べ、連結売上高は221億円、連結営業利益は14億円、連結当期純利益は10億円増加しています。

11年財務サマリー
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でも、2012年度はサウジアラビアの石油化学関連設備、オー

ストラリアのLNG関連設備などの大型プロジェクトを受注

し、東南アジアや中東の大型火力発電所向け制御システムを

相次いで受注するなど、需要が拡大しています。このように、

エネルギー関連分野は中長期的に持続的な成長が見込まれる

ことから、中期経営計画「Evolution 2015」では成長戦略の

ターゲットとして位置付けています。今後はアジアや中東を

はじめ、ロシア、アフリカ、南米地域の新興国や資源国、さら

にシェールガスの増産で活況な北米でも当社のシェア向上に

向けて、積極的にビジネスを展開していきます。

　稼働率99.99999%の高い信頼性を誇る統合生産制御シス

テム「CENTUMシリーズ」、異常発生時にプラントを安全に停

止させ事故を未然に防ぐ安全計装システム「ProSafe-RS」、こ

れらYOKOGAWAの制御システムが世界中のお客様のプラン

トの安全・安定操業を支えます。また、運転上の問題が発生し

た際には、日本のグローバルレスポンスセンターを中核とし

て、海外54ヵ国に展開する121のサービス拠点が強力にバッ

クアップします。

　プラントを決して止めないことで世界中の人々の安定した

暮らしを支え続ける、それがYOKOGAWAと世界中のお客様

との約束です。

　新興国や資源国のエネルギー関連分野を中心に、信頼性の

高い制御システムの需要が高まっています。YOKOGAWA

特 集

統合生産制御システム
「CENTUM VP」

 安全計装システム
「ProSafe-RS」

世界中のプラントの操業を支える

YOKOGAWAの制御システム

海外市場戦略

YOKOGAWAの制御事業
その市場と戦略



Yokogawa Electric Corporation   Annual Report  2013 9

CSR 環境経営 人財 コーポレート・
ガバナンス

役員一覧 関係会社 会社情報／株主情報

9

プロジェクトの初期段階から、お客様のプラントライフサイクルを

視野に入れ、最も効率的な計装システムのエンジニアリングとシステム

構成を提案し、最適な自動化システムを提供します。

目的
設備投資額の削減

工期スケジュール短縮

仕様変更削減

Q1            最近の大型プロジェクトの受注形態としてMACがあ

りますが、YOKOGAWAにとってのメリットを教え

てください。

　MAC（Main Automation Contractor：統合オートメー

ション一括請負会社）は、制御システムをはじめ、オートメー

ション機器を統合オートメーションシステムとして提供する

制御機器メーカーをお客様が直接選定し、一括して発注する

方式です。お客様のプラントは、スケールメリットの追求か

ら巨大化、複雑化しており、これらを安全かつ効率的に運転

するためには、MACによる、プラントに最適に設計された統

合システムが有効です。YOKOGAWAは、これまでMACプ

ロジェクトで数多くの実績を積み上げてきています。MAC

としてプロジェクトの初期段階から参画し、お客様の統合

オートメーションシステム全体の最適設計から設置まで一貫

して取り組んでいます。MACとして指名を受ける背景には、

これまで納入してきたYOKOGAWA製品の実績と信頼性、

ヨコガワ・エレクトリック・インターナショナル

黒須社長インタビュー

ブラジル

韓国
アメリカ

台湾
中国

シンガポール

ロシア

オランダ

インド
バーレーン

レスポンスセンター
ネットワーク

Project definition FEED EPC phase Commissioning 
& start-up

Lifetime support

MACサプライヤーとしての
早期参加フェーズ

従来の計装参加タイミング

MACサプライヤーとは

Central control room at Lakeside EFW

グローバルレスポンスセンターは、お客様のシステムや
機器に関する様々な問題に、24時間体制で迅速に対応します。
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だけでなく、プラントの新規建設需要も含まれますので、欧米

の制御機器メーカーのプレゼンスが大きい北米市場において

YOKOGAWAがシェアを一気に拡大するチャンスと言えます。

このように、北米は成長市場であるという認識に基づいて戦

略を変更し、シェールガス関連分野に集中的な投資を行って

いきます。

Q3  制御事業のグローバル体制について教えてください。

　YOKOGAWAは、1957年の北米営業所設立を皮切りに、

早くから海外拠点の「現地化」を進め、お客様の近くで、きめ

細かな対応を行うことにより信頼関係を構築してきました。

　仕事の進め方は、お客様の国や地域の文化に大きく影響さ

れます。また、お客様のプラントに納入される制御システム

は長期にわたって使用されますので、ライフサイクルに合わ

せたメンテナンスとサービスを、タイミング良く提供する必

要があります。そのためにもサポート体制の「現地化」は不可

欠で、現在では海外54ヵ国に200の販売拠点、121のサービ

ス拠点を展開し、万全の態勢でお客様をサポートしています。

エンジニアリングも、基本的にはお客様に近い各拠点で行っ

ていますが、巨大化するプロジェクトへの対応と、標準化、共

通化による効率向上を目指して、シンガポール、インド、中国

に集中エンジニアリング拠点（セントラルエンジニアリング

センター）を設置しています。最も歴史の古いシンガポール

にあるセントラルエンジニアリングセンターでは、精鋭のエ

ンジニアを集中し、世界中の地域で得たノウハウの共有化を

図り地域を超えてグローバルに活用するとともに、成功事例

を拠点間で水平展開することで、個々のお客様にとって最適

なサポートを実現していきます。

ヨコガワ・エレクトリック・インターナショナル社長
黒須　聡

高いエンジニアリング能力、メンテナンスに対するお客様か

らの高い評価があります。お客様のプラントの設計段階から

深く関与することで、最適な統合オートメーションシステム

を実現し、お客様にとっての大きな付加価値を創出します。

また、YOKOGAWAにとっても、お客様のプラントを、ライ

フサイクルの全期間にわたってサポートできるという大きな

メリットになります。

Q2  シェールガスの増産で活況な北米について、今後の戦略をお聞かせください。

　シェールガスの飛躍的な増産は、当社の地域戦略を大きく

変えました。

　北米は、中期経営計画を策定した2011年と比べて事業環

境が大きく変化した市場です。今後のエネルギー開発や、そ

のエネルギーを活用する石油化学や化学などの業種で大型の

設備投資が期待できる「100年に一度」とも言われるビジネ

ス・チャンスが到来しています。

　これまで「北米市場は成熟市場」という認識でいましたが、

シェールガスの増産はこれを大きく変えました。

　安価なエネルギーの調達は、そのエネルギーを活用する産

業の設備投資動向にも大きく影響します。それには更新需要

ヨコガワ・エレ
黒須　聡

業の設備投資動向にも大きく影響します。それには更新需要

セントラルエンジニアリングセンター
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　YOKOGAWAの国内市場の主要なお客様である素材産

業・プロセス産業では、高付加価値品を除いてプラントの新

規設備投資は減少しています。お客様の関心は、生産効率の

向上によるエネルギーの有効活用やコスト削減、安全操業な

ど、既存設備に対する付加価値の担保にシフトしていること

から、YOKOGAWAも、従来の事業構造を大きく転換する必

要がでてきました。そこで、課題解決型の事業に転換してい

くことを狙いとして、これまで3社に分散していた国内の制御

事業体制を再編し、営業からエンジニアリング、サービス、情

報までを統括する新会社「横河ソリューションサービス（株）」

が発足しました。

Q1  ソリューションサービスを1社で展開することによる

お客様にとっての最大のベネフィットを教えてくだ

さい。

　窓口が一つになることで、お客様のプラント全体にとって

最適なサービスをワンストップで提供することが可能になる

ということです。国内のお客様からは、様々なプロセスにお

ける課題を「取りまとめる力」、即ち「統合力」の有無が問わ

れるようになってきています。今後は、これまで制御システ

ムで蓄積してきたお客様のデータを元にプラントの課題を発

掘し、全体を俯瞰することで、お客様のプラントの生産効率

向上、安全の確保、環境保全、リードタイム短縮につながる解

決策を提案していきます。このためには、現在の私たちの技

術力をさらに高めると同時に、お客様の現場とプラントの全

体像をより詳しく知る必要があります。今回の新会社発足は、

お客様のニーズの変化にYOKOGAWAが果敢に対応してい

くという明確なメッセージでもあります。

Q2  国内市場の今後の見通しとその戦略についてどうお考えですか。

　新規投資は、お客様のプラントの統廃合や生産量減少に

伴って縮小していきます。プラントの縮小に伴う設備の統合

需要や、更新されずに稼働している古いシステムの更新需要

が出てくるので、これらの仕事を確実に取り込んでいきます。

また、エネルギーを最適利用するために、工場やプラントの

運転効率向上に向けた投資にも期待できます。近年、社会基

盤を担うプラント制御システムへのセキュリティ対策が注目

されていますが、インストールベースで強みを持つ当社は、

経済産業省などとも連携してセキュリティ強化に向けた活動

を行っています。一方、日本企業の海外進出は大きなビジネ

ス・チャンスであり、グループ会社と協力してお客様をサ

ポートしていきます。

　信頼性の高い製品とプロジェクト遂行能力、優れたメンテ

ナンス能力により、世界各国のプラントでYOKOGAWAが採用

されています。電力、石油、ガスなど、社会インフラを支えるプ

ラントを一瞬でも止めないこと、プラントの安全操業を支え

るとともに運転効率の向上に貢献すること、この当たり前の

ことを確実に遂行することがYOKOGAWAの使命です。

横河ソリューションサービス

奈良社長インタビュー

横河ソリューションサービス社長
奈良　寿

横
河
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス

横
河
電
機

横河ソリューションズ

横河フィールドエンジニアリングサービス

横河電機

吸収合併

承継会社

吸収分割

国内市場戦略

サービス社長
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セグメント別営業概況

　YOKOGAWAは各種プラントの生産設備の制御・運転監

視を行う分散形制御システムを世界に先駆けて開発、制御分

野のリーディングカンパニーとしてグローバル市場で高い評

価を受けています。お客様の理想のプラントを実現する

“VigilantPlant”をビジョンとして、生産の効率化、資産の最

大活用、安全の確保、ライフサイクルの最適化の観点から、高

信頼の製品や、お客様の課題を解決するソリューションサー

ビス“VigilatPlant Services”を提供し、石油、化学、ガス、電力、

鉄鋼、紙パルプ、薬品、食品などさまざまな産業の発展を支え

ています。

　また、計測と制御と情報の技術を生かし、再生可能エネル

ギーの有効利用や次世代エネルギーの創出を支援するソ

リューションも提供し、持続可能な社会の実現に貢献してい

ます。

• 生産制御システム

　プラントの制御・運転監視を担う高信頼の生産制御システ

ムをはじめ、生産制御システムとの統合によりプラントの安

全を確保する安全計装システム、信頼性と汎用性を両立させ

たネットワークベース生産システムなどを提供しています。

• フィールド機器 /分析計 /レコーダ

　生産現場の測定機器として、流体や蒸気などの圧力、温度、

流量を測定する伝送器や流量計、各種プロセスにおける成分

制御事業
主な製品・ソリューション
• 生産制御システム • 安全計装システム
• 生産管理システム • 品質管理システム
• 設備管理システム • エネルギー管理システム
• 差圧・圧力伝送器 • 流量計 • レコーダ
• 分析計 • プログラマブル・コントローラ

モジュール型2線式
液分析計「FLXA21」

統合生産制御システム「CENTUM VP」 安全計装システム「ProSafe-RS」

差圧・圧力伝送器
「DPharp EJX」

プロセスガスクロマトグラフ
「GC8000」
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営業利益 海外売上高 /海外売上高比率

「SMARTDAC+」ペーパレスレコーダ
「GXシリーズ」「GPシリーズ」
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の濃度を測定するプロセスガスクロマトグラフやpH計など

の分析計、測定情報を電子的に保存するペーパレスレコーダ

や温度調節計を提供しています。

•省エネルギーソリューション /新エネルギーソリューション

　工場のエネルギーの使用状況や無駄を「見える化」し、最適

なエネルギーマネジメントを実現するソリューションや、再

生可能エネルギーの有効利用、太陽熱発電、海洋温度差発電、

海洋バイオマスなどの次世代エネルギーの創出を支援するソ

リューションを提供しています。

2012年度の概況

　日本市場では厳しい状況が続いたものの、海外市場では、新

興国・資源国に加え、シェールガス開発の急増を背景に活発

な動きを見せ始めた北米などを中心とするエネルギー関連市

場での需要が堅調でした。

計測機器事業
主な製品・ソリューション
• 波形測定器 • 光通信測定器
• 信号発生器 • 電力・温度・圧力測定器
• 創薬支援システム
• 共焦点スキャナユニット

　このような市場環境のもと、当社グループは、中期経営計画

「Evolution 2015」で策定した制御事業の成長戦略の展開を

進め、エネルギー関連市場を中心にビジネスを拡大した結果、

売上高は前期と比較して増加しました。一方、営業利益は、前

年度の復興需要の反動や、役務範囲の広い大型プロジェクト

の受注増加などによる自社製品比率の相対的な低下に伴う利

益率の低下などの影響を受け、前期と比較して減少しました。

2013年度見通しと事業戦略

　新興国のエネルギー需要の高まりや北米でのシェールガス

開発の増加などを背景に、電力、天然ガス、石油、再生可能エ

ネルギーなどのエネルギー関連市場を中心に堅調に推移する

と予想されます。受注高、売上高、営業利益は前期と比較して

増加する見通しです。
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プレシジョンパワーアナライザ
「WT3000」

共焦点スキャナユニット
「CSU-W1」

光スペクトラムアナライザ
「AQ6370C」

ハイスループット細胞機能探索システム
「CellVoyager CV7000」
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及びフォトニクスビジネスからの撤退などの影響を受け、売

上高が前期と比較して減少しました。一方、営業損益は、主に

これまで実施してきた構造改革による固定費及び研究開発費

の減少により、損失が減少しました。

2013年度見通しと事業戦略

　測定器ビジネスは、中国や欧州などの市場の回復には不透

明感が残るものの、新製品投入効果なども含め、売上高は前期

と比較して増加する見通しです。営業損益は、前期までに半

導体テスタビジネスからの撤退が完了したことなどにより黒

字化する見通しです。

　電気・電子製品、自動車などの開発や生産などに欠かせな

い測定器のビジネスでは幅広く製品をラインアップ、充実し

たサービス体制でお客様のニーズに応えています。キーデバ

イスを自社開発することで、特徴ある優れた製品を生み出し

ています。

　また、細胞を生きたまま観察できる共焦点スキャナユニッ

ト、新薬候補となる化合物のテストを自動化する創薬支援シ

ステムなど、新たな市場を拓くライフサイエンス機器も提供

しています。

2012年度の概況

　測定器ビジネスの需要減速や半導体テスタビジネスの終息

　YOKOGAWAは、航空計器や航海機器、気象水文機器のビ

ジネスも展開しています。エアバス社の大型旅客機をはじめ

とする各種航空機向けにコックピット用フラットパネルディ

スプレイ（多機能液晶表示装置）を提供しています。船舶用で

は、大型客船から貨物船まで多くの船にジャイロコンパスや

オートパイロットなどの航海機器を納入しています。また、気

象庁や地方自治体に雨量計、水位計など気象水文機器を納入

しています。

2012年度の概況

　航海関連市場は厳しい状況が続いたものの、民間航空機関

連市場の需要が堅調であったため、前期と比較して増収・増

益となりました。

2013年度見通しと事業戦略

　引き続き堅調が予想される民間航空機市場をターゲットに、

航空機用フラットパネルディスプレイの事業拡大に取り組み

ます。

その他事業
主な製品・ソリューション
• 航空機器
• 舶用機器
• 気象水文機器
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ジャイロコンパス
航空機用フラットパネルディスプレイ
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研究開発･知的財産

YOKOGAWAの研究開発

　YOKOGAWAの研究開発には、お客様のニーズや予測可能

な近未来に向けて主に事業部が取り組む「製品開発・先行開

発活動」と、不確実で予測不可能な未来における新たな事業

機会を探索する主にイノベーション本部が取り組む「研究・

市場開拓活動」があります。

　「研究・市場開拓活動」は、予測不可能な未来を探索する先

行マーケティング機能、コア技術を極める研究機能、そして市

場開拓機能の3つの機能が一体となり、新しい価値を提案し、

新しい市場や新しい事業を創造することでイノベーションを

引き起こすことを目指しています。

知的財産戦略

　YOKOGAWAは、研究開発とその成果から生まれる知的財

産が将来の企業価値をつくる源泉であると考え、知的財産の

創出・育成・活用を通じて、グループのグローバルな技術競争

力・防御力の向上を図る知的財産戦略を進めています。

知的財産の保護と公開～国際標準化の推進～

　過酷なグローバル競争環境において、スピーディかつ強固

な地位確保ため、オープンイノベーション手法も採用しつつ、

知的財産戦略による自社技術の権利化・活用を推進していま

す。また、国際標準化は、当社の重要活動となっており、IEC 

（International Electro technical Commission）、ISO 

（International Organization for Standardization）など多

くの国際標準化組織にメンバーとして参加し活動しています。

2013年3月31日現在
国　内 国　外

登録 出願中 小計 登録 出願中 小計 合計
特許 2,005 1,156 3,161 626 515 1,141 4,302

意匠 115 17 132 28 19 47 179

商標 507 3 510 526 164 690 1,200

　計 2,627 1,176 3,803 1,180 698 1,878 5,681

知的財産保有の状況
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セグメント別研究開発費 /売上高研究開発費比率の推移

　例えば、石油採収の現場では採収率向上を目

指すために、各井戸からの原油の流量を正確に

把握することが求められますが、直接測定する

ことは非常に困難です。そこで、フィールドワイ

ドに得られる温度、圧力、流量などの測定値を取

り込みながら、広範な配管ネットワーク全体をシ

ミュレーションすることにより、各井戸からの

油、ガス、水の各相の流量を推定することが可能

になります。このように、リアルタイム計測とオ

ンライン・シミュレーションの技術を活用して、

状態を可視化する技術を研究開発しています。

石油採収現場におけるソフトウェアセンシング

モデル流流量量推推定定

温度 圧力 流量
センシング

研究開発事例
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7月 •  沖縄県から
「海洋深層水の利用
高度化に向けた発電
利用実証事業」を受託

8月 •  経済産業省から
プラント運転操業最適化による省エネ実証試験を受託

2012年度年間トピックス

4月 • ヨコガワ・インディア　創立25周年

5月 • 半導体テスタビジネスの終息を発表

•  ハイスループット細胞機能探索システムで和光純薬工

業と販売提携

6月 • 第136回定時株主総会

5月 •  豪州イクシスLNGプロジェクト※向け
制御システムの受注が内定

　ヨコガワ・オーストラリアは、国際石油開発帝石株式会社と

トタル社のジョイントベンチャーがオーストラリア北西部沖合

で進めるLNGプロジェクト向け制御システムの受注内定を獲得

しました。1プロジェクトの受注額としては、当社グループの

過去最高になる見込みです。
※LNGプロジェクト：天然ガス液化プラント

7月 •  国内制御事業における販売・サービス体制の再編を発表

8月 •  オリンパスアメリカと当社共焦点スキャナシステムの北

米での独占販売契約を締結

7～9月 • 電力プラント向け制御システムの受注が好調

　電力需要の高まるマレーシア、ベトナムにおける火力発電所

の新設に当社の制御システムが相次いで採用されました。また

韓国では、同国初の石炭ガス化複合発電プラント向けの制御

システムとして採用されています。

経営

受注

4月 •  差圧・圧力伝送器
「新DPharp EJAシリーズ」
を発表

5月 •  共焦点スキャナユニット
「CSU-W1」を発売

新製品・実証事業

6月 •  オプティカルキャリパ計が
紙パルプ技術協会から佐々木賞を受賞

9月 •  国立科学博物館の「重要科学史資料（未来技術遺産）」に世界
初の分散型制御装置として当社のCENTUMが登録される

オーストラリア

ダーウィン
イクシス

LNG
プロジェクト 

陸上プラント

洋上ガス田

受賞

マレーシア：火力発電所

韓国：石炭ガス化複合発電所

ベトナム：火力発電所

沖縄県が実証実験を進める
海洋温度差発電施設�

April – June July – September

オーストラリア
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10月 •  ラービグⅡ計画で1期計画に続き
制御システムベンダーに選定

　ヨコガワ・サウジアラビアは、住友化学株式会社とサウジア

ラビア国営石油会社サウジアラムコが共同で進める世界最大級

の石油精製・石油化学統合プラント事業（ラービグ計画）におい

て、2期計画の制御システムサプライヤに選定されました。

11月 •  豪州ウィートストーンLNGプロジェクト向け
制御システムを受注

　ヨコガワ・オーストラリアは、プラントの設計・調達・建設

（EPC）で世界最大級の企業であるベクテル社から、シェブロン社

がオーストラリア西部で進めているウィートストーンLNGプロ

ジェクト向け制御システムを受注しました。

11月 • ヨコガワ・ヨーロッパ　創立30周年

 • ヨコガワ・エレクトリックCIS　ロシア進出20周年

12月 • 横河電機（蘇州）有限公司　創立10周年

1月

• 代表取締役の異動を発表

•  McAfee社と制御システム向け高付加価値 ITセキュリティ

ソリューションでパートナーシップ契約を締結

2月 •  Soteica Visual MESA社とエネルギー・マネジメント・

ソリューション（EMS）ビジネスで提携

1月

•  北海シグナス・ガス田のガス生産洋上プラットフォーム向け

制御システムを受注

• フィリピンの地熱発電所向け制御システムを受注

3月 •  米国で初めて輸出許可を得た
LNG輸出基地向け制御システムを受注

　ヨコガワ・コーポレーション・オブ・アメリカは、シェニエー

ル・エナジー・パートナーズ社がアメリカ ルイジアナ州で建設

を進めるサビーンパスLNGプロジェクト向けの制御システムを

受注しました。このプロジェクトは、LNG受入基地にアメリカ産

の天然ガスを液化する設備を建設し、LNGの受入と輸出の双方

を可能にするもので、アメリカ政府から同国産ガスの輸出許可

を得た最初のプロジェクトです。

10月 •  「SMARTDAC+」ペーパーレスレコーダ
「GXシリーズ」「GPシリーズ」を発売

 •  ミックスドシグナルオシロスコープ
「DLM4000シリーズ」を発売

1月
•  汎用電力計「ディジタルパワーメータWT310/WT330シリーズ」を
発売

10月 •  人間中心設計による「プラント運転画面の設計コンサル
ティング」で、2012年度グッドデザイン賞を受賞

1月
•  RobecoSAM社の「The Sustainability Yearbook 2013」(CSR格付け )で
「Sector Mover」に選定

October – November January – March



株主・投資家の
皆様へ

西島社長
インタビュー

11年財務サマリー 特集：
YOKOGAWAの制御事業
「̶その市場と戦略」

セグメント別
営業概況

研究開発・知的財産 2012年度年間
トピックス

Yokogawa Electric Corporation   Annual Report  201318

CSR

　YOKOGAWAは「計測と制御と情報をテーマにより豊か
な人間社会の実現に貢献する」という企業理念をCSRの基本
方針とし、グループ全体に適用しています。本社に専任部署
を設置してグループ全体のCSR活動を統括するとともに、グ
ループ各社が世界各地の特性に沿ったCSR活動を展開し、地
域コミュニティの持続可能な発展に貢献しています。また、
「YOKOGAWAグループコンプライアンスガイドライン」の
中で、人権、法令遵守、労働安全衛生などに関する具体的な行
動のガイドラインを示しています。

本業による社会貢献
　YOKOGAWAは企業理念に基づき、「計測と制御と情報」
をテーマに最高の技術と豊富な経験を長年にわたり築き上げ
てきました。地球温暖化や資源枯渇など社会が直面している
様々な問題に対し、B to B to C (Business to Business to Com-
munity)をCSR活動のコンセプトとして、環境ソリューション、
省エネルギーソリューション・安全計装ソリューションや、
創薬支援などライフサイエンスの分野で、計測と制御と情報
の技術を駆使した製品とサービスの提供を通じ、持続可能な
社会の実現に貢献しています。

企業としての責任
　YOKOGAWAは、企業行動規範の「基本方針」に、企業理
念の実現、お客様満足、法令やルールの遵守、人権の尊重、市
民社会の秩序や安全、の5つを定めています。また、2009年
1月より、企業としてグローバルに活動する際の行動基準と
して、国連の「グローバル・コンパクト」に参加し、人権・労
働基準・環境・腐敗防止に関する10原則を、世界中のグルー
プ各社および取引先とで共有しています。

　世界的なSRIインデックスDJSIの対象銘柄の調
査・分析を行うRobecoSAM社は、YOKOGAWA
を「Sector Mover」に選定しました。RobecoSAM
社は、経済・環境・社会の3つの側面から、全世界
の主要企業58業種、3,000社を分析・評価し
464社を持続可能な社会の実現に貢献する企業
として「The Sustainability Yearbook 2013」に
掲載しています。日本企業は、当社を含め34社
紹介されています。「Sector Mover」は、各業種
の上位グループの中で、持続可能な社会に貢献
する取り組みの実績が昨年度と比較して最も
向上した企業に授与されるものです。

RobecoSAM 社「The Sustainability 
Yearbook 2013 」の｢Sector Mover ｣
に選定される

YOKOGAWAは、国連グローバル・コンパクトを支持し、当社グループの全員で共有す
べき価値観として位置付けています。また ISO26000を尊重してCSR活動を推進して
います。

Highlight

CSRウェブサイトURL

http://www.yokogawa.co.jp/cp/csr2013

※ CSRに関する詳細情報については、当社ホームページをご覧ください。
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環境経営

　YOKOGAWAは、地球環境保全を経営における重要な課題

と位置づけ、環境経営を推進しています。環境調和型製品の

開発やお客様の事業活動における環境負荷を分析・改善する

環境ソリューションの提供などでお客様の環境経営を推進す

るとともに、自社の生産工場やオフィスにおいても環境負荷

の低減に積極的に取り組んでいます。

推進体制

　環境経営の推進体制については、グループ全体の地球環境

保全活動ならびに地球温暖化対策の強化を目的とした

「YOKOGAWAグループグリーン化推進委員会」を設置し、

グループ全体で、地球環境保全活動および温暖化防止対策を

推進しています。

自社の事業活動における環境負荷の低減

　YOKOGAWAグループ（国内）のCO2排出量削減目標につ

いては、2010～2014年度、2015～2019年度、2020年度

のフェーズごとに目標を設定し削減施策に取り組んでいます。

CO2排出量削減施策として、高効率冷暖房機器、インバータ

照明の導入、グリーン電力の利用などを実施しています。

オフィス・工場には、自社製品の省エネ支援システム「Info 

Energy」を導入しエネルギーデータの見える化を図っていま

す。これによりエネルギー消費の無駄に気づき、各職場での

省エネ活動を通じ、CO2排出量を削減しています。

お客様の環境負荷の低減

　YOKOGAWAでは、環境調和型製品の創出のために、製品

開発における設計基準やアセスメント基準を定めています。

また、ライフサイクルアセスメント（LCA）基準により製品の

素材、部品、加工組立、流通、使用、廃棄のライフサイクル

全体にわたる使用エネルギー、CO2・NOx・SOx排出量の各

項目を評価し、結果を開示しています。各種の基準をクリア

した製品は優れた環境性をもち、お客様の環境負荷低減に寄

与しています。

　また、お客様の環境経営とコスト削減に直結する、設備の

運転効率向上や省エネルギーを実現するソリューションを

提供しています。世界的にエネルギー使用量が増加している

現在、YOKOGAWAの省エネ技術は、先進国のみならず新興

国を含めた世界中から注目されています。

　YOKOGAWAは、エネルギー・環境分野にお

けるビジネス開拓を目指す日本企業の一員とし

て、さらに「世界省エネルギー等ビジネス推進協

議会」の廃棄物発電サブワーキンググループの

代表として初参加しました。「廃棄物発電におけ

る日本の技術」と「廃棄物発電、発電所環境対策

や水インフラ整備におけるYOKOGAWAの計

装制御」をテーマに発表しました。

　今後も当社はアフリカ諸国に影響力が大きい

南アフリカに対して、日本の技術を生かすソ

リューションを提案していきます。

南アフリカ共和国への

エネルギー・環境使節団に初参加

Highlight
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人財

　YOKOGAWAの本社では2010年から、日本

の大学、大学院に留学していた外国人の新卒者

を毎年2~3人ほど採用しています。また海外拠

点からの社員を積極的に受け入れ、今では50人

程度の外国籍社員が本社で働いています。

　今後は、その数を全社員の5~10%に引き上

げたいと考えており、国籍を問わず、人財の交流

の機会を多くつくることで、様々な経験を通し

て社員の視野が広がることを目指しています。

YOKOGAWA本社の

グローバル化への取り組み

　海外で積極的な事業展開を加速しているYOKOGAWAに

とって、グローバル人財の育成・強化は、持続的成長の絶対条

件であり急務です。成長市場においては優秀な人財を現地で

採用し教育するとともに、専門性の高い優秀な社員について

は、開発、エンジニアリング、営業、スタッフ部門にかかわら

ず、海外拠点に派遣し、多様な経験を積ませることで、グロー

バルな営業・開発・生産・サービス体制に必要な人財の育成

を図っています。

競争力を生む現地化

　市場のグローバル化が加速する中で、地域による顧客ニーズ

の微妙な違いを把握し、製品開発や設計にタイムリーに反映

していくためには、開発技術者や営業社員の「現地化」が必要

です。現地のプラント事情に精通した人財を採用し権限を与

えることで、顧客ニーズを漏れなくくみ取り、最適なシステム

を構築することがはじめて可能となります。YOKOGAWA

では、成長市場での技術者、営業社員の採用を積極的に進め

ると同時に、世界10か国以上の拠点から本社に定期的に技

術者を集め、各国のプラントの最新情報や研究開発事例を共

有化することで、独創的な新製品をスピーディに開発する体制

を構築しています。

現地の職業教育、産業振興に貢献

　YOKOGAWAは、投資が活発な中東の制御システム市場

で大きなプレゼンスを確立していますが、キー・マーケット

として位置づけられるサウジアラビアでは、エンジニア不足

という雇用の課題を抱えています。

　YOKOGAWAは、現地の大学（ファハド国王石油鉱物資源

大学：KFUPM）との産学連携を通じて、学生の育成を行い人

財育成という面で、サウジアラビア社会に貢献しています。

　また大卒者を対象とした1年間の新人研修を実施して、優

秀な人財の確保につなげています。「YOKOGAWAの文化の

中で育てる」ことをポリシーとしており、研修プログラムを

通じて当社の文化や業務内容を十分理解したうえで入社した

社員の離職率は極めて低いものとなっています。

Highlight
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コーポレート・ガバナンス

　当社グループでは、健全で持続的な成長を確保し、株主の

皆様をはじめとするステークホルダーからの社会的信頼に応

えていくことを企業経営の基本的使命と位置づけており、

「健全で利益ある経営」を実現するための重要施策として、

コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。当社

は、監査役設置会社制度のもと、取締役会及び監査役会を、現

経営陣から独立した社外取締役及び社外監査役の招聘により

充実させることが、コーポレート・ガバナンスの一層の強化

に有効であると考えています。 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社取締役会では、当社グループの事業に精通した取締役

と、独立性の高い社外取締役による審議を通して、意思決定

の迅速性と透明性を高めています。また、社外監査役を含む

監査役による監査を通して、取締役の職務執行の適法性、

効率性、合理性、意思決定プロセスの妥当性などを厳正に

監視・検証し、経営に対する監査機能の充実を図っています。

取締役会

　取締役会は、独立社外取締役3名を含む7名で構成され、

経営に関する意思決定機関として、グループ全体の経営方

針・経営戦略の立案と業務執行の監視・監督を行っています。

取締役数を15名以内とする旨を定款に定め、また、株主の信

任に裏づけられた経営を実践するため、取締役の任期は1年

としています。

監査役会

　監査役会は、常勤監査役2名、社外監査役3名の計5名で

構成され、重要監査項目を定めた年間計画に基づき、監査役

監査を実施しています。監査役は、取締役会、経営会議等に出席

するほか、内部監査担当部署、企業倫理担当部署及び法務担

当部署との定例会合を実施し、内部監査の実施状況、コンプラ

イアンス教育の実施状況及び内部通報制度の運用状況につい

て情報交換を図っています。また、取締役会議長、代表取締役

社長、会計監査人とも定期的な意見交換を行っています。 

経営会議

　取締役会は、意思決定の迅速化を図るため、業務執行にか

かる意思決定を経営会議へ権限委譲しています。経営会議は、

社長、執行役員、社長に直結する子会社の社長、常勤監査役で

構成されており、すべての決議内容を取締役会に報告してい

ます。 

会計監査人

　当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査につ

いて、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結していま

す。2012年度における会計監査人への報酬額は以下のとお

りです。 

• 会計監査人の報酬等の額：1億13百万円 

•  当社及び子会社の会計監査人に支払うべき金銭その他の財

産上の利益の合計額：1億38百万円 

経営・執行・監査体制と機能

株 主 総 会

会 計 監 査 人

経 営 会 議

本社／事業部・関係会社

内部監査担当部署

監査役会（5名）
（うち社外監査役3名）

選任・解任

選定・解職
指示・命令・監督
監査／監督
連携・報告

社 長

監 査 役
取締役会（7名）

（うち社外取締役3名）

取 締 役

ガバナンス体制図
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取締役及び監査役の報酬

　取締役の報酬等については、株主総会で承認された限度額

の範囲内で、配分の決定の客観性及び透明性を高めることを

目的に、取締役会決議に基づき社外取締役3名を含む4名の

取締役で構成される「報酬委員会」を設置し、同委員会の審議

を経て決定しています。

　社外取締役を除く取締役については、取締役の主な職務で

ある職務執行機能及び執行役員等の業務執行の監督・監視機

能を維持するために有効な水準とし、かつ業績に対する連動

性を持たせるため、役割に応じた固定報酬、業績連動報酬（賞

与）で構成しています。

　社外取締役については、社外取締役の職責を考慮し、その

報酬構成を固定報酬のみとしています。

　監査役の報酬等についても、株主総会で承認された限度額

の範囲内で監査役の協議により決定しており、監査役（社外

監査役を含む）の職責を考慮し、その報酬構成を固定報酬の

みとしています。

　2012年度に支払った報酬等の内容は以下のとおりです。

報酬等の
総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象とな
る役員の
人数基本報酬 ストック

オプション 賞与 退職
慰労金

取締役
（社外取締役
を除く）

117 84 ̶ 33 ̶ 4

社外取締役 32 32 ̶ ̶ ̶ 3
監査役
（社外監査役
を除く）

58 58 ̶ ̶ ̶ 2

社外監査役 32 32 ̶ ̶ ̶ 5

（注） 1.上記には、2012年度中に退任した取締役2名を含んでいます。 
 2.取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていません。

社外取締役の活動状況

• 社外取締役　棚橋康郎 

　2012年度開催の取締役会14回のうち12回に出席し、必

要に応じ、主にわが国の基幹産業における経営者としての高

い見識と新事業の立ち上げ・展開の経験に基づく広い視野か

ら発言を行っています。 

• 社外取締役　勝俣宣夫 

　2012年度開催の取締役会14回のうち13回に出席し、必

要に応じ、主にグローバル企業である総合商社における経営

者としての高い見識と経営構造改革の豊富な経験から発言を

行っています。 

• 社外取締役　浦野光人 

　2012年度開催の取締役会14回のうち10回に出席し、必

要に応じ、主に製造業における経営者としての高い見識と経

営の情報化などの豊富な経験から発言を行っています。 

• 社外監査役　池田輝彦 

　2012年度開催の取締役会14回のうち12回に、また、監査

役会17回のうち15回に出席し、必要に応じ、主に経験豊富

な経営者の観点と経済界における幅広い活動に基づく高い見

識から発言を行っています。
＊池田氏は2013年6月26日の第137回定時株主総会で監査役を退任しました。 

• 社外監査役　麻崎秀人 

　2012年6月27日の就任後開催された取締役会10回のう

ち9回に、また、監査役会10回のうち9回に出席し、必要に

応じ、主に経験豊富な経営者の観点及び企業価値評価に関す

る高い見識から発言を行っています。

• 社外監査役　宍戸善一

　2012年6月27日の就任後開催された取締役会10回のう

ち10回に、また、監査役会10回のうち10回に出席し、必要

に応じ、主に経営法務、コーポレート・ガバナンスに関する専

門的な知識と幅広い研究活動に基づく高い見識から発言を

行っています。

　東京証券取引所では、上場会社に対して、独立役員（一般株

主と利益相反が生じるおそれのない社外取締役または社外監

査役）を1名以上確保するよう求めていますが、当社では、社

外取締役3名、社外監査役1名の4名を独立役員として届け

出ています。

買収防衛策

　当社は、大規模買付者による大規模買付行為の是非を株主

の皆様に適切に判断していただくためには、大規模買付者と

取締役会の双方から必要かつ十分な情報が提供されるプロセ

スが不可欠であると考えています。

　これらのプロセスを遵守しない買付行為等に対する対抗措

置が必要であることから、2011年6月24日開催の当社第

135回定時株主総会において、買収防衛策の継続導入を議案

として上程し、承認されました。有効期間は3年です。詳細に

ついては、当社ホームページに掲載されている開示資料をご

参照ください。

http://www.yokogawa.co.jp/cp/ir/pdf/2011/20110513baishubouei.pdf

内部統制システム

　当社グループでは、コンプライアンスの基本原則を

「YOKOGAWAグループ企業行動規範」として定めており、

取締役が率先して企業倫理の遵守と浸透にあたっています。

また、財務報告の信頼性の確保及び意思決定の適正性の確保

などを含めた「YOKOGAWAグループ内部統制システム」を
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定めており、当社グループの業務が適正かつ効率的に実施さ

れることを確保するための内部統制システムとして整備して

います。

リスク管理

　「YOKOGAWAグループ内部統制システム」として損失の

危険の管理に関する規程その他の体制を整備しています。内

部監査担当部署はリスク管理部署として、重要な事項を取締

役会及び監査役に報告しています。

　また、グループの経営に重大な影響を及ぼすおそれがある

危機事象に対する対応を「危機管理規程」として定めていま

す。危機事象が発生した場合には、代表取締役社長が危機管

理委員長として情報伝達と指揮命令を統制し、人的な安全の

確保及び経済的な損失の最小化を図ります。

　情報セキュリティに関しては、「秘密情報管理規程」により、

秘密情報の保護や取り扱いについて定め、情報セキュリティ

の徹底を図っています。 

コンプライアンス

　当社グループでは、コンプライアンス体制の整備と問題点

の把握、対処のために、企業倫理担当部署を設置し、コンプラ

イアンス経営を強力に推進しています。不正や不祥事を未然

に防ぐために、「不正をしない風土」と「不正をさせない仕組

み」を構築し、健全で風通しの良い企業を目指しています。

　コンプライアンスの徹底を図るため、企業理念や社員の行

動指針をまとめた「YOKOGAWAグループ企業行動規範」と、

日常の業務の中で遭遇する問題について遵守すべき事項をま

とめた「コンプライアンスガイドライン」及びその附則とし

ての「贈収賄防止ガイドライン」を定めるとともに、コンプラ

イアンス週間や研修・教育を通じた啓蒙・啓発活動を展開し

ています。

　また、コンプライアンスにかかわる問題点を早期に発見し、

未然に防止するための通報・相談窓口を設置しています。さ

らに、毎年、全社員のコンプライアンス意識を調査し、その結

果を職場・職位別に分析して、次年度の施策に結び付けてい

ます。

•  5月11日
2011年度決算発表、　14日 決算説明会

•  6月5日
海外 IR活動

•  6月27日
第136回定時株主総会、株主様向け「報告書」発行

•  8月6日
アニュアルレポート発行

•  8月10日
2012年度第1四半期決算発表、説明会

•  11月6日
2012年度第2四半期決算発表、7日　決算説明会

•  12月6日
株主様向け「中間報告書」発行、7日　中間配当支払

•  2013年2月8日
2012年度第3四半期決算発表、説明会

•  2月末～3月初旬
証券会社3社（みずほ、大和、CLSA）
のカンファレンスへ参加

2012年度の IR活動報告
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役員一覧
2013年6月26日現在

取　締　役

監　査　役

海堀　周造
代表取締役会長

1973年 当社入社
2005年 執行役員 IA事業部長
2006年 常務執行役員 IA事業部長
   取締役常務執行役員

IA事業部長
2007年 代表取締役社長
2013年 代表取締役会長

西島　剛志
代表取締役社長

1981年  （株）北辰電機製作所
（現横河電機（株））入社

2001年  プロダクト事業部
フィールド機器技術2部長

2005年  IA事業部プロダクト事業
センター
フィールド機器PMK部長

2008年  IA事業部プロダクト事業
センター長

2010年  横河メータ&
インスツルメンツ（株）代表取
締役社長

2012年  取締役常務執行役員
IAプラットフォーム事業
本部長

2013年 代表取締役社長

奈良　寿
取締役

1985年 当社入社
2001年  Yokogawa Engineering Asia 

Pte. Ltd.副社長
2003年 Yokogawa （Thailand） Ltd.社長
2007年  ソリューション事業部

第1営業本部長
2010年  常務執行役員

ソリューション営業本部長
2011年  取締役常務執行役員

ソリューション
サービス営業統括本部長

2013年  横河ソリューションサービス
（株）代表取締役社長

黒須　聡
取締役 専務執行役員

1983年 当社入社
2006年  執行役員 IA事業部

マーケティングセンター長
2007年 常務執行役員 IA事業部長
2009年  常務執行役員

グローバル営業本部長
2010年  Yokogawa Engineering Asia 

Pte Ltd.社長
2011年  取締役常務執行役員

IAマーケティング本部長
2013年  Yokogawa Electric International 

Pte.Ltd.社長

牧野　清
常勤監査役

1971年 当社入社
1999年  執行役員

コンポーネント事業部長
2001年 安藤電気（株）取締役
2003年 同社代表取締役社長
2005年  Yokogawa Corporation of 

America会長
2006年  執行役員ATE事業部

（営業全般担当）
2009年 常勤監査役

小柳　敬史
常勤監査役

1971年  （株）北辰電機製作所
（現横河電機（株））入社

2003年  執行役員産業ソリューション
事業本部
副事業本部長兼
営業企画本部長

2005年  常務執行役員
ソリューション事業本部
ソリューション
第2営業統括本部長兼
中国ビジネス全般担当

   Yokogawa Electric International 
Pte.Ltd.副社長

2007年 常務執行役員経営監査本部長
2008年 常勤監査役
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棚橋　康郎
社外取締役

1963年  富士製鐵（株）
（現新日鐵住金（株））入社

1995年  同社取締役
エレクトロニクス・情報通信
事業部長

2000年  新日鉄情報通信システム（株）
（現新日鉄住金
ソリューションズ（株））代表
取締役社長

2003年 同社代表取締役会長
2007年  同社相談役（現任）

当社取締役

勝俣　宣夫
社外取締役

1966年  丸紅飯田（株）
（現丸紅（株））入社

1996年 同社取締役
2003年 同社代表取締役社長
2008年 同社取締役会長
2009年 当社取締役
2013年 丸紅（株）相談役（現任）

浦野　光人
社外取締役

1971年  日本冷蔵（株）
（現（株）ニチレイ）入社

1999年 同社取締役
2001年 同社代表取締役社長
2007年 同社代表取締役会長
2011年 当社取締役
2013年 （株）ニチレイ相談役（現任）

麻崎　秀人
社外監査役

1973年  第一生命保険相互会社
（現第一生命保険（株））入社

1999年  第一ライフ投信投資顧問（株）
（現DIAM
アセットマネジメント（株））
常務取締役

2001年  第一生命保険相互会社
（現第一生命保険（株））取締役

2010年  第一生命保険（株）代表取締役
副社長執行役員（現任）

2012年 当社監査役

宍戸　善一
社外監査役

1980年 東京大学法学部助手
1985年 成蹊大学法学部助教授
1994年 同大学法学部教授
2001年  弁護士登録

(第一東京弁護士会会員 )
2004年 成蹊大学法科大学院教授
2009年  一橋大学大学院国際企業戦略

研究科教授（現任）
2012年 当社監査役

執　行　役　員

常務執行役員

藤井　隆

白井　俊明

作野　周平

鈴木　周志

中原　正俊

執行役員

山崎　正晴

中條　孝一

小西　信彰

穴吹　淳一

河田　泰紀

伊東　千明

真鍋　嘉利

取締役　棚橋康郎氏、勝俣宣夫氏、浦野光人氏及び監査役　宍戸善一氏は、当社と特別
な利害関係はなく、高い独立性を有しており、一般株主との利益相反のおそれがない
ことから、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の2に定める独立役員として
指定し、同取引所に届け出ております。
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関係会社

沿革

北米
アメリカ
Yokogawa Corporation of America
Yokogawa USA, Inc.
Yokogawa Nuclear Solutions, LLC
Soteica Visual Mesa, LLC
カナダ
Yokogawa Canada, Inc.
メキシコ
Yokogawa de Mexico, S.A. de C.V.
Yokogawa Engineering Services de Mexico, 
 S.A. de C.V.

南米
ブラジル
Yokogawa America do Sul Ltda.
Yokogawa Service Ltda.

欧州
オランダ
Yokogawa Europe B.V.
Yokogawa Europe Solutions B.V.
Yokogawa Europe Branches B.V.
オーストリア
Yokogawa GesmbH, Central East Europe
ベルギー
Yokogawa Belgium N.V./S.A.
フランス
Yokogawa France S.A.S.
ドイツ
Yokogawa Deutschland GmbH
Rota Yokogawa GmbH & Co. KG
ハンガリー
Yokogawa Hungaria Kft.
イタリア
Yokogawa Italia S.r.l.
スペイン
Yokogawa Iberia S.A.
スウェーデン
Yokogawa Measurement Technologies AB
イギリス
Yokogawa United Kingdom Limited
Yokogawa Marex Limited

1915

建築家・工学博士横河民輔が、横河一郎、青木晋
の参加を得て、東京府渋谷町に電気計器の研究
所を設立。

1917

電気計器を発売。
日本の電気計器国産化の先駆けとなる。

1920

株式会社組織とし、（株）横河電機製作所と称す。

ロシア
Yokogawa Electric CIS Ltd.
Yokogawa Electric Sakhalin Ltd.
カザフスタン
Yokogawa Electric Kazakhstan Ltd.
ウクライナ
Yokogawa Electric Ukraine Ltd.

中東
バーレーン
Yokogawa Middle East & Africa B.S.C. (c)
Yokogawa Engineering Bahrain SPC
サウジアラビア
Yokogawa Saudi Arabia Ltd.
Yokogawa Services Saudi Arabia Ltd.
アラブ首長国連邦
Yokogawa Engineering Middle East 
 & Africa FZE

アフリカ
南アフリカ
Yokogawa South Africa (Pty) Ltd.
Yokogawa Anglophone Africa Regions (Pty) Ltd.
ナイジェリア
Yokogawa Services Solutions Nigeria Ltd.
Yokogawa Nigeria Ltd.

オセアニア
オーストラリア
Yokogawa Australia Pty. Ltd.
ニュージーランド
Yokogawa New Zealand Ltd.

アジア
シンガポール
Yokogawa Electric International Pte. Ltd.
Yokogawa Engineering Asia Pte. Ltd.
Yokogawa Electric Asia Pte. Ltd.
Plant Electrical Instrumentation Pte. Ltd.
インドネシア
P.T. Yokogawa Indonesia
P.T. Yokogawa Manufacturing Batam

1933

航空計器、流量・温度・圧力等の自動調整装置の
研究・製造を開始。

1955

フォックスボロー社（米国）と工業計器に関する
技術援助契約を締結。

1957

北米営業所Yokogawa Electric Works, Inc.を
設立。

マレーシア
Yokogawa Electric (Malaysia) Sdn. Bhd.
Yokogawa Kontrol (Malaysia) Sdn. Bhd.
Yokogawa Industrial Safety Systems Sdn. Bhd.
フィリピン
Yokogawa Philippines Inc.
タイ
Yokogawa (Thailand) Ltd.
ベトナム
Yokogawa Vietnam Company Ltd.
インド
Yokogawa India Ltd.
Yokogawa IA Technologies India Private Limited
中国
横河電機（中国）有限公司
横河電機（蘇州）有限公司
重慶横河川儀有限公司
蘇州横河電表有限公司
上海横河電機有限公司
上海横河国際貿易有限公司
横河自控設備（上海）有限公司
横河信息系統（大連）有限公司
Yokoshin Software Engineering (WUXI) Co., Ltd.
韓国
韓国横河電機株式会社
韓国横河エレクトロニクス・マニファクチャリング
 株式会社
台湾
台湾横河股份有限公司

国内関係会社
横河ソリューションサービス株式会社
横河メータ&インスツルメンツ株式会社
株式会社オメガシミュレーション
横河医療ソリューションズ株式会社
横河商事株式会社
横河ディジタルコンピュータ株式会社
横河電子機器株式会社
横河パイオニックス株式会社
横河ファウンドリー株式会社
横河マニュファクチャリング株式会社
株式会社ワイ・ディ・シー
横河レンタ・リース株式会社

1964

工業用分析計市場に本格進出。

1974

シンガポール工場 

Yokogawa Electric Singapore Pte. Ltd.を設立。

オランダにヨーロッパ営業所 

Yokogawa Electric (Europe) B.V.を設立。

1975

世界初の分散形制御システム、総合計装制御
システム「CENTUM」発表。

1915– 1930– 1960–
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会社情報/株主情報
2013年3月31日現在

商号
横河電機株式会社

英文社名
Yokogawa Electric Corporation

代表取締役社長
西島　剛志

本社所在地
〒180-8750 東京都武蔵野市中町2-9-32

創立
1915年9月1日

設立
1920年12月1日

資本金
434億105万円※

従業員数
19,685名（連結）※ 4,298名（個別）※

関係会社数
海外　71社※ 国内　16社※

1983

（株）北辰電機製作所と合併、横河北辰電機（株）
に社名変更。

1986

中国の西安儀表廠と合弁で、計装システムの設
計・販売会社、西儀横河控制系統有限公司を設立。

CI（コーポレート・アイデンティティ）実施、横河
電機（株）に社名変更。

1990

バーレーンにYokogawaMiddle East E.C.を
設立。

2002

安藤電気（株）の全株式を取得。

2005

海外事業の統括会社Yokogawa Electric 

International Pte. Ltd.をシンガポールに設立。

1980– 2000–

発行可能株式数
600,000,000株

発行済株式数
268,624,510株

株主数
28,775名

上場証券取引所
東京証券取引所

株主名簿代理人
みずほ信託銀行株式会社
〒103-8670 東京都中央区八重洲1-2-1

定時株主総会
6月

会計監査人
有限責任監査法人トーマツ

所有者別株主分布状況

個人株主  27,942名 (97.10%)
外国株主  377名 (1.31%)
その他法人  332名 (1.15%)
金融機関  65名 (0.22%)
証券会社  58名 (0.20%)
自己株式  1名 (0.00%)

株主数
28,775名

所有者別株式分布状況

金融機関 116,848千株 (43.49%)
外国株主 71,639千株 (26.66%)
個人株主 45,215千株 (16.83%)
その他法人 14,312千株 (5.32%)
自己株式 11,080千株 (4.12%)
証券会社 9,528千株 (3.54%)

株式数
268,624
千株

株主名 持株数（株） 所有比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 27,032,600 10.06

第一生命保険株式会社 15,697,000 5.84

日本生命保険相互会社 14,284,615 5.32

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 12,560,400 4.68

横河電機持株会 9,259,269 3.45

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託
みずほコーポレート銀行口 再信託受託者
資産管理サービス信託銀行株式会社

6,643,990 2.47

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口
再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社

4,617,010 1.72

東京海上日動火災保険株式会社 4,225,436 1.57

ジェーピー モルガン チェースバンク385078 3,338,400 1.24

野村信託銀行株式会社（投信口） 2,996,100 1.12

※当社は自己株式を11,080,045株所有していますが、上記の大株主からは除外しています。

大株主（上位10位、敬称略）

● 株主情報

● 会社情報

2010

測定器ビジネスを横河メータ&インスツルメン
ツ（株）に統合。

2011

中期経営計画「Evolution 2015」を発表。

2013

国内制御事業の販売、エンジニアリング、サー
ビスを担う横河ソリューションサービス（株）を
発足。

2010–

※2013年3月31日現在
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